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研究成果の概要（和文）：本研究代表者らは先の研究で、ソーシャルワーカーを目指す学生が、将来、実践の現
場で自殺ハイリスク者の支援にあたる際、そこで求められる基本的な知識やスキルを身につけることをねらいと
した、自殺予防教育プログラム『ソーシャルワーカーにできる自殺予防ー自殺の危機にあるクライエントの支援
に備えたソーシャルワーク教育プログラム』（以下、教育プログラム）を開発した。そして本研究では、教育プ
ログラムを教授するためのマニュアルを開発するとともに、マニュアルを用いて実施する教育プログラムの実施
可能性と予備的効果を検討した。

研究成果の概要（英文）：We previously developed a suicide prevention training program for 
undergraduate social work students, named “Suicide Prevention by Social Workers: A Program for 
Social Work Students”. The present study aimed to develop a teaching manual for social work faculty
 members to help them conduct the program and to explore the feasibility of the manual.

研究分野： 社会福祉

キーワード： ソーシャルワーク　自殺予防　教育プログラム　教授法　マニュアル
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ソーシャルワーカーが効果的に自殺対策に取り組むためには、ソーシャルワーカー養成課程において、自殺の危
機にあるクライエントの支援に備えるための教育プログラム（以下、教育プログラム）を普及させる必要があ
る。本研究を通じて、教育プログラムの実施マニュアルが開発され、国内のソーシャルワーカー養成機関におけ
る自殺予防教育の導入準備が整った。本研究成果は、自殺対策に重要な役割を担う、将来のソーシャルワーカー
の人材育成を加速させることを可能にした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１． 研究開始当初の背景 
 
わが国の年間の自殺者数は、平成 10 年に 3 万人を超えて以降、14 年連続して高い水準で推

移した。近年減少傾向にあるものの、わが国の 10 万人あたりの自殺死亡率は、先進 7 か国の中
で最も高い。わが国の自殺対策は、社会問題として継続的に取り組むべき重要課題である。 
自殺には、生活上の様々な要因が複雑に関係している。そのため自殺予防には、自殺の危機に

ある人の生活を幅広い視野で捉えて支援できる人材が求められている。なかでもソーシャルワ
ーカーは、複雑な生活背景を網羅的にアセスメントし、社会資源の活用と多職種・多機関との連
携のもと、自殺の危機にあるクライエントと共に問題解決の糸口を見つけていく役割を担う重
要な専門職である。一方、ソーシャルワーカーが、自殺対策になお一層貢献するためには、ソー
シャルワーカーの養成段階から、クライエントの自殺予防に取り組むための基本的な知識や技
術を身につけることをねらいとする教育の導入が重要である（Feldman & Freedenthal 2006; 
Kodaka et al. 2018）。 
そこで我々は先の研究で、ソーシャルワーカーを目指す学生を対象とした、自殺の危機にある

クライエントの支援に備えるための教育プログラム『ソーシャルワーカーにできる自殺予防－
ソーシャルワーカーを目指す学生を対象に－』（以下、教育プログラム）を開発した（小高ほか 
2017）。しかし、教育プログラムを使用して教授できる教員は少なく、同プログラムの普及には
限界があった。 
 
２． 研究の目的 
 
 本研究では、教育プログラム実施のためのマニュアルを開発し、マニュアルを使用して教授す
る教育プログラムの実施可能性と予備的効果を検討していくことを目的とした。また、教育プロ
グラムおよびマニュアルの普及にも努めることとした。 
 
３． 研究の方法 
 
（１）マニュアルの開発 
 本研究代表者が、都内 A大学における精神保健福祉士の指定科目の 1つにおいて、通常授業カ
リキュラムの一環として、教育プログラムを実施した。その際、講義を録音し音声データを逐語
化した。逐語化された講義内容を基に、教育プログラムの教授法を提案するためのマニュアル内
容について、本研究協力者らと討議を繰り返し、プログラム実施マニュアル（案）を作成した。 
ソーシャルワーカー養成課程を設置する大学の教員 2 名と専門学校の教員 1 名を対象に、前

述のマニュアル（案）を用いて教育プログラムの教授法を提案した。3名の教員からは、マニュ
アル内容等についてフィードバックを得て、マニュアル（案）を改訂した。更に本研究協力者ら
と協議を重ね、マニュアルの最終版『「ソーシャルワーカーにできる自殺予防－ソーシャルワー
カーを目指す学生を対象に－」教育プログラム実施方法の提案』を作成した。 
 

（２）マニュアルを用いた教育プログラムの実施可能性 
ソーシャルワーカーを養成する首都圏の 3つの大学の教員各 1名（合計 3名）が、実施マニュ

アルを用いて、自らの授業の一環として教育プログラムを実施した(Kodaka, et al. 2019)。その
際、プログラムの実施可能性と予備的効果を検討するために、教育プログラムを受講し、研究参
加に同意した学生を対象に、教育プログラム実施の直前直後に質問紙による調査を行った。質問
紙は、自殺や自殺予防に関する知識（プログラム前後）、自殺に対する態度（プログラム前後）、
教育プログラムの満足度・理解度・難易度（プログラム後のみ）、属性（プログラム前のみ）の
質問項目で構成した。データ分析では、プログラム受講前後で、上記、知識や態度項目の得点の
平均値に有意な差が認められるか、Student の t 検定を実施した。また、受講学生の満足度やプ
ログラムの理解度などの記述統計を求めた。本研究は国立精神・神経医療研究センター（本研究
代表者の旧所属機関）倫理審査委員会の承認を得て実施した。 
 

（３）教育プログラムおよび実施マニュアルの普及への取り組み 
 教育プログラムと実施マニュアルの普及を目指し、ソーシャルワーカー養成課程を設置する
全国の大学や専門学校等に、教育プログラムの教育資材と実施マニュアルを送付した。また、教
育資材や実施マニュアルはウェブ上でも公開した。 
 
４． 研究成果 
 
（１）マニュアルの開発 
 教育プログラムの実施マニュアルは、2つのセクションで構成した。最初のセクションは【『ソ
ーシャルワーカーにできる自殺予防』教育プログラムを実施するにあたり】として、6つのパー
トで構成される。具体的には、1 はじめに、2 教育プログラムの概要、3 プログラムの実施のポ
イント、4 プログラム実施に必要な物品、5 プログラムを始める前に、6 プログラム実施前に参
考となる資料例、である。二つ目のセクション【『ソーシャルワーカーにできる自殺予防』教育



プログラムの具体的実施方法の提案】では、教育プログラムで使用する映写用教育資材の各スラ
イドについて、「ポイント」、「解説」、「授業方法の提案」、「補足」を掲載した。教員が「授業方
法の提案」をそのまま読み進めることで授業を進行することができるように工夫した。 
 
（２）マニュアルを用いた教育プログラムの実施可能性 
教育プログラムを受講した 48 名の学生が質問紙に回答、提出した。平均年齢は 21歳（標準偏

差±2.4 歳）、25 名が女性（52.1％）、23 名が男性（47.9％）だった。学年は、24 名が 2 年生
（50.0％）、4名が 3年生（8.3％）、20名が 4年生（41.7％）だった。 
教育プログラム後は、受講学生の自殺や自殺予防に関する知識が有意に向上するとともに、自

殺に対する態度の有意な改善も認められた。また、教育プログラムへの満足度も高く、88％の学
生が講義に満足、94％が講義資料に満足していた。講義の理解度は、94％がある一定程度以上、
理解したと回答し、講義の難易度については、82％が適切と回答した。全体的なプログラム満足
度としては、87％が満足していた。 
ソーシャルワーカー養成課程の教員が、実施マニュアルを用いて自らの担当科目内でプログ

ラムを実践することの実施可能性と一定の効果が認められた。プログラム受講を通して、学生が
精神的に大きな負の影響を受けるなど、有害事象は特に認められなった。教育プログラムを実施
した 3名のうち、2名は、自殺予防やメンタルヘルスについて専門とする教員ではなかった。こ
のことから、本教育プログラムは実施マニュアルを用いることで、ソーシャルワークを教授する
教員であれば、自殺予防に関する知識や経験が豊富でなくとも、実施できる可能性が高いことも
示唆された。 
 
（３）教育プログラムおよび実施マニュアルの普及への取り組み 
 国内のソーシャルワーカー養成機関における自殺予防教育の導入準備が整った。今後、自殺対
策に重要な役割を担う将来のソーシャルワーカーの人材育成が加速することが期待される。 
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